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株主の皆様へ

　第５７期の決算を終了いたしましたので、ここに

　当期の事業の概況をご報告申し上げます。

 
　当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライム
ローン問題並びにリーマンショックに端を発した米国発
の金融危機が実体経済にも影響を及ぼし、景気減速の波
がかつてない速さで押し寄せてきました。内外需の落ち
込みと円高により輸出関連企業を中心に雇用や設備に過
剰感が広がっており、企業収益の悪化と先行きの不透明
感が益々強まってきました。
　鉄鋼二次製品業界におきましても、原材料価格が高止
まりしている中、公共投資の抑制は続き、また、建設業
の不振、自動車の需要減少等民間需要も急激に落ち込ん
できており、経営環境は以前にも増して厳しい状況で推
移いたしました。
　このような状況の中、当社グループは、第二次中期経
営計画の初年度として、全社を挙げて計画達成に向けて
積極的な営業活動を展開したものの、期の後半より世界
同時不況の影響を受け需要家に製品価格の先安感及び在
庫調整に伴う買い控えが起こったことにより、当連結会
計年度の売上高は３３，８２４百万円となり前年同期に比べ
５２２百万円（△１．５％）の減収となりました。
　収益面におきましては、上期に十分とはいかないまで
も販売価格の上昇に努めたことと、グループ全体での合
理化施策を推進したことにより、営業利益は２，１６３百万円
と前年同期に比べ３百万円（０．２％）の増益、経常利益
は２，６０８百万円と前年同期に比べ１９４百万円（△６．９％）
の減益となりました。当期純利益につきましては、投資
有価証券評価損などの特別損失を計上したことにより
５０４百万円となり、前年同期に比べ１，１８３百万円（△
７０．１％）の減益となりました。
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　今後の見通しといたしましては、世界同時不況により
引き続き景気は低迷し、厳しい経営環境が続くものと予
想されます。
　当社グループは、収益重視の経営方針を基本とする中、
この厳しい経営環境を乗り切るために、新規需要開拓及
び新製品、新技術の開発並びに人材の確保と育成を図り、
グループ全体としての収益向上に努めていく所存であり
ます。
　また、管理体制面におきましては、経営の透明性を確
保するために、内部統制の充実及びコンプライアンスの
一層の強化を図るとともに環境保全活動におきましても、
常に地域社会並びに地球レベルでの環境保全を考慮し、
継続的な改善活動に積極的に取組み、企業の社会的な責
任を果たしたいと考えております。
　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。

　平成２１年６月
　
　　　代表取締役社長
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営業品目

鉄線、亜鉛めっき鉄線
当部門は、亜鉛めっき鉄線を主力としており、主な用途と

しては公共土木の落石防止網及びじゃかご用を始め、外溝

メッシュフェンスの依存度が高くなっておりますが、公共事

業及び民間事業の減退により、当部門の売上高は５，０１５百万円

と前年同期に比べ２５百万円（△０．５％）の減収となりました。

普通線材製品部門
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硬鋼線、ピアノ線
当部門は、自動車産業向けの硬鋼線、ピアノ線を主力とし

ております。期の後半より自動車の需要減少に伴い急激な販

売減少となったことにより、当部門の売上高は３，０６５百万円と

前年同期に比べ３２１百万円（△９．５％）の減収となりました。

硬鋼線材製品部門
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極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
亜鉛アルミ合金めっき鋼線、ニューサンカラーワイヤー、
獣害用フェンス、鋼より線、鋼平線、巻付グリップ

当部門は、極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛ア

ルミ合金めっき鉄線・鋼線、ニューサンカラーワイヤー、獣

害用フェンス、鋼より線、鋼平線、巻付グリップなどを主力

としており、主な用途は公共土木を始め建設、自動車関連と

多岐にわたって使用されております。獣害用フェンスにつき

ましては鳥獣害特別措置法の効果もあり順調に販売数量が伸

びたものの、その他の品種におきましては公共事業及び民間

事業の減退により、当部門の売上高は１５，２１６百万円と前年同

期に比べ６９６百万円（△４．４％）の減収となりました。

特 殊 加 工 品 部 門
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トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト、GNボルト
当部門は、トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及びＧ

Ｎボルトを主力としており、主な需要先は建設・土木業界で

あります。建設業の不振により需要が減少したものの、上期

に実施した製品価格値上げが浸透したことにより、当部門の

売上高は５，９３２百万円と前年同期に比べ９６０百万円（１９．３％）

の増収となりました。

鋲 螺 部 門
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普通線材製品加工品、硬鋼線材製品加工品、丁番
当部門は、土木・建材向けに、当社の亜鉛アルミ合金めっ

き鉄線・鋼線、極厚亜鉛めっき鉄線などの高耐蝕線材製品に

加工を施した部品及び丁番を主力としております。河川・港

湾土木工事用コンクリート二次製品向けへの提案営業を継続

的に行った結果、当部門の売上高は５６１百万円と前年同期に比

べ５９百万円（１１．８％）の増収となりました。

建 材 部 門
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ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープ
当部門は、ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープを主力
としており、建設、土木、港湾、造船等多岐にわたり使用さ
れております。上期は港湾設備用、造船向け等の重点的な拡
販が功を奏し、販売数量を伸ばすことができたものの、下期
に入り公共事業及び民間事業の減退により、販売数量面では
減少となったものの、上期に実施した製品価格の値上げによ
り、当部門の売上高は３，１７９百万円と前年同期に比べ４百万円
（０．２％）の増収となりました。

鋼 索 製 品 部 門
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着色鉄板
当部門は、着色鉄板を主力としており、建築物の屋根、壁

材などに使用されておりますが、需要の大幅な減少により、

当部門の売上高は１８２百万円と前年同期に比べ４２５百万円（△

７０．１％）の減収となりました。

亜鉛・着色鉄板部門
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連結売上高�
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当社の業績の推移
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

経理の状況

連 結 貸 借 対 照 表
（平成２１年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
〔　　　１０，１６５，６９１〕

４，６３３，６２４

２，０００，０００

１，５２６，０００

７０２，２０４

４１７，４９８

２１７，０８７

１６７，７８８

５０１，４８８

〔　　　１２，８２７，４６０〕

８，９７４，０００

１，２８２，０７２

１，４７５，４９２

１６９，７１２

８１９，３３７

１０６，８４６

流 動 負 債　

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定の
長 期 借 入 金

未 払 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

そ の 他

固 定 負 債　

長 期 借 入 金

繰延税金負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

商品スワップ

そ の 他

〔　　　２４，８１４，０２６〕

３，８２７，９５８

９，７５３，３６９

７２２，３２３

７，０４９，７４２

２，２０７，２４２

６９０，０５７

２８８，４５９

１２３，３６５

８６，１６５

７６，０４９

△　１０，７０７

〔　　３８，８８６，６９４〕

（　　　１９，６５３，８７２）

６，２３３，９７８

４，２４４，８７９

８，８０５，３３９

２３２，４９５

１３７，１８０

（　　　　　　７５０，１５４）

１１０，３５３

６３１，６７３

８，１２７

（　　　１８，４８２，６６７）

１５，２８２，６１７

２４８，４８３

７９９，０９３

４００，０００

１，２５８，２３２

２２９，００３

３０２，１００

△　３６，８６３

流 動 資 産　

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

繰延税金資産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産　

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

ソフトウェア

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

長 期 性 預 金

退職積立保険料

保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

２２，９９３，１５２負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　４０，４９２，０２３〕

（　　　１０，７２０，０６８）

（　　　１０，８８８，０３２）

（　　　１９，５１７，７４４）

（　　　△　６３３，８２２）

〔　△　２，３９６，７７１〕

△　１，５７７，４３４

△　８１９，３３７

〔　　　２，６１２，３１６〕

株 主 資 本

資　 本　 金

資本剰余金

利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

少数株主持分

４０，７０７，５６８純 資 産 合 計

６３，７００，７２０負債純資産合計６３，７００，７２０資 産 合 計
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平成２０年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２１年３月３１日まで

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
金 額科 目

３３，８２４，８２９

 ２７，５０３，９９８　　

６，３２０，８３１

 ４，１５６，９８９　　

２，１６３，８４２

６２７，６８３

 １８２，７６３　　
２，６０８，７６２

１４１，９７９

 １，９００，５００　　
８５０，２４２

３５９，５０１
 △　１３，７７４　　

５０４，５１５

２４９，９５７
１６９，２０７
７７，６６７

 １３０，８５１　　

１５２，７６４
１１，６１６

 １８，３８２　　

３２，６５２
２５１

８６，３１９
 ２２，７５６　　

１，６６５，８４６
１０８，２４３

 １２６，４１０  　

５５６，２５３
 △　１９６，７５２　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び 割 引 料
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
固 定 資 産 売 却 益
退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額
雇 用 安 定 助 成 金
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
固 定 資 産 売 廃 却 損
そ の 他
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
当 期 純 利 益
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平成２０年４月１日から　　　　　　　　　　　　
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平成２１年３月３１日まで

株主資本

株主資本合計自己株式利益剰余金資本剰余金資本金

４０，５５７，６８３△　５９９，７３８１９，５４９，３２０１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２０年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

△　４０４，７８９－△　４０４，７８９－－剰余金の配当

５０４，５１５－５０４，５１５－－当期純利益

△　１８１，０８８△　１８１，０８８－－－自己株式の取得

１５，７０1２１，３０３△　５，６０２－－自己株式の処分

－１２５，７００△　１２５，７００－－自己株式の消却

－－－－－
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△　６５，６６０△　３４，０８４△　３１，５７６－－連結会計年度中の変動額合計

４０，４９２，０２３△　６３３，８２２１９，５１７，７４４１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２１年３月３１日残高

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

純資産合計少数株主持分

評価・換算差額等

評価・換算差額等
合計

繰延ヘッジ損益
その他有価証券
評価差額金

４３，０８５，３６５２，６２６，０９１△　９８，４０９△　４０６，５３０３０８，１２１平成２０年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

△　４０４，７８９－－－－剰余金の配当

５０４，５１５－－－－当期純利益

△　１８１，０８８－－－－自己株式の取得

１５，７０１－－－－自己株式の処分

－－－－－自己株式の消却

△　２，３１２，１３６△　１３，７７４△　２，２９８，３６２△　４１２，８０６△　１，８８５，５５５
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△　２，３７７，７９７△　１３，７７４△　２，２９８，３６２△　４１２，８０６△　１，８８５，５５５連結会計年度中の変動額合計

４０，７０７，５６８２，６１２，３１６△　２，３９６，７７１△　８１９，３３７△　１，５７７，４３４平成２１年３月３１日残高
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　連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．　連結の範囲に関する事項
�　連結子会社の数　　　２社

ジェイ－ワイテックス株式会社、滋賀ボルト株式会社
�　非連結子会社の数　　６社

日亜企業株式会社、日亜機電株式会社、太陽メッキ株式会社、
日亜物産株式会社、南海サービス株式会社、エムアールケー
株式会社
　なお、旧日亜工運株式会社は、平成２０年５月１日付で社名
を日亜物産株式会社に変更しております。
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社６社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、
売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

２．　持分法の適用に関する事項
�　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

該当事項はありません。
�　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数　　　７社

日亜企業株式会社、日亜機電株式会社、太陽メッキ株式会社、
日亜物産株式会社、南海サービス株式会社、エムアールケー
株式会社、姫松運送株式会社
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用しない非連結子会社６社及び関連会社１社は、
それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

３．　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．　会計処理基準に関する事項
�　重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ
の出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上
しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法

貯蔵品
最終仕入原価法

（会計方針の変更）
　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員
会　平成１８年７月５日公表分　企業会計基準第９号）を当
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連結会計年度から適用し、評価基準については、原価法か
ら原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更
しております。
　この結果、当連結会計年度の売上総利益、営業利益、経
常利益及び税金等調整前当期純利益が５３，０９４千円それぞれ
減少しております。

�　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以
降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法
を採用しております。
（追加情報）
　機械装置については、従来、耐用年数を７～１５年として
おりましたが、当連結会計年度より法人税法の改正を契機
とし見直しを行い、６～１０年に変更しております。
　これにより、当連結会計年度の売上総利益が１０６，７２６千円
減少し、営業利益、経常利益が１０６，９５０千円それぞれ減少し、
税金等調整前当期純利益が１０８，００３千円減少しております。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利用期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

�　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

②　賞与引当金
従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により
計上しております。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計
年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
なお、一部の連結子会社は、簡便法（期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法）によっております。数理計
算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年～１０年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。

④　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

�　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　ヘッジ会計の方法
１．　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
２．　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　　商品スワップ
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　ヘッジ対象　　原材料価格
３．　ヘッジ方針

亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリ
バティブ取引を行っております。

４．　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動、またはキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎とし
て有効性の判定を行っております。

②　消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

③　のれんの償却に関する事項
のれんは、５年間で償却しております。

５．　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法に
よっております。

６．　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更
リース取引に関する会計基準等の適用
　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平
成５年６月１７日　最終改正平成１９年３月３０日　企業会計基準
第１３号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会　平成６年１月１８日　最終改正平成１９年３
月３０日　企業会計基準適用指針第１６号）を当連結会計年度か
ら適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売
買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産と
して計上しております。
この変更による当連結会計年度の損益への影響はありません。

（連結貸借対照表に関する注記）
　　有形固定資産の減価償却累計額 ２９，５６９，７２１千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 ５１，７５５，４７８株

２．　剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　（１株当たり情報に関する注記）
１．　１株当たり純資産額 ７６１円９０銭
２．　１株当たり当期純利益 １０円０１銭

効力発生日基準日１株当たり
配当額配当金の総額株式の種類決　議

平成２０年
６月２７日

平成２０年
３月３１日

５円２５３，１６９千円普通株式
平成２０年６月２６日
定時株主総会

平成２０年
１２月１０日

平成２０年
９月３０日

３円１５１，６１９千円普通株式
平成２０年１１月６日
取締役会

効力発生日基準日１株当たり
配当額

配当金
の総額

配当の
原資

株式の
種類決　議

平成２１年
６月２９日

平成２１年
３月３１日

３円１５０，０００千円利益剰余金普通株式
平成２１年６月２６日
開催予定の定時株主総会
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

個 別 貸 借 対 照 表
（平成２１年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
〔　　　　３，８４６，０３０〕

１，９２８，５７８
７０７，７７６
１００，０００

１００，０００

３３３，２１０
１１３，６０４
３６２，７１１
４７，３４５
６，６７６
１４，４７４
７０，３５３
６１，２９９

〔　　　　７，１３８，１１６〕

６，０００，０００
５９１，５３７
１５０，２８８
３９６，２９０

流 動 負 債　

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年以内返済予定の
長 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
設備関係支払手形

固 定 負 債　

長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他

〔　　　１５，５４３，８１２〕

２，５２６，６９４
３，５７９，８９７
２，２７２，５５５
７２２，３２３
５，１２７，９４３
９３５，９３４
３２，２４０
２０，５８２
８６，８６４
４６，７４３
１４４，９１２
５０，０００
９７６

△　３，８５７
〔　　　３０，００３，３７８〕

（　　　　９，４２９，４００）
４，６１８，５０３
１，７６７，１０１
３，８１０
７２，９３２

２，９５５，７６３
８，２１０
３，０７９

（　　　　　　　９６，０９５）
９１，０２４
５，０７０

（　　　２０，４７７，８８３）
１３，６０５，２２３
２，８５６，０００
１，１６８，７１６
４４，７０５
７９９，０９３
４００，０００
１，２５６，１３５
１４７，５３１
２２８，４７６
△　２８，０００

流 動 資 産　

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
原 材 料
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰延税金資産
未 収 入 金
立 替 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産　

有形固定資産
建物・構築物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
長期前払費用
繰延税金資産
長 期 性 預 金
退職積立保険料
保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１０，９８４，１４７負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　３６，４３０，７２５〕
（　　　１０，７２０，０６８）
（　　　１０，８８８，０３２）

１０，８８８，０３２
（　　１５，４５６，４４６）

６５５，１３１
〈　　　１４，８０１，３１４〉

１２，１５９，２２６
２，６４２，０８８

（　　△　６３３，８２２）

〔　△　１，８６７，６８０〕
△　１，５６７，６０８
△　３００，０７１

株 主 資 本　
資　 本　 金
資本剰余金
資 本 準 備 金
利益剰余金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途積立金
繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益

３４，５６３，０４４純 資 産 合 計

４５，５４７，１９１負債純資産合計４５，５４７，１９１資 産 合 計
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平成２０年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２１年３月３１日まで （単位：千円）
金 額科 目

１８，７０３，８７３

 １４，８７４，７０９　　

３，８２９，１６４

 １，９４７，３３６　　

１，８８１，８２７

５３９，７６１

 ８８，０８４　　
２，３３３，５０４

４４，７６６

 １，７０５，４３８　　
６７２，８３２

 ２７２，７１７　　
４００，１１４

４２９，１４９
７７，６６７

 ３２，９４４　　

７２，７１１
１１，６１６

 ３，７５７　　

３２，６５２
１８５

 １１，９２８　　

１，５７８，７６１
１，５９１
１８，５５４

 １０６，５３０　　

４９９，０００
 △　２２６，２８２　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
固 定 資 産 売 却 益
雇 用 安 定 助 成 金
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
投 資 有 価 証 券 売 却 損
固 定 資 産 売 廃 却 損
そ の 他
税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

個 別 損 益 計 算 書
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株主資本

株主資本
合計

自己株式
利益剰余金

利益剰余金
合計

その他利益剰余金利益準備金
繰越利益剰余金別途積立金

３６，６００，７８６△　５９９，７３８１５，５９２，４２３３，２７８，０６５１１，６５９，２２６６５５，１３１平成２０年３月３１日残高

事業年度中の変動額

△　４０４，７８９－△　４０４，７８９△　４０４，７８９－－剰余金の配当

－－－△　５００，０００５００，０００－別途積立金の積立

４００，１１４－４００，１１４４００，１１４－－当期純利益

△　１８１，０８８△　１８１，０８８－－－－自己株式の取得

１５，７０１２１，３０３△　５，６０２△　５，６０２－－自己株式の処分

－１２５，７００△　１２５，７００△　１２５，７００－－自己株式の消却

－－－－－－株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△　１７０，０６１△　３４，０８４△　１３５，９７６△　６３５，９７６５０，０００－事業年度中の変動額合計

３６，４３０，７２５△　６３３，８２２１５，４５６，４４６２，６４２，０８８１２，１５９，２２６６５５，１３１平成２１年３月３１日残高

純資産合計
評価・換算差額等

評価・換算差額等合計繰延ヘッジ損益その他有価証券評価差額金
３６，９１５，８４７３１５，０６１△　３４，６３２３４９，６９３平成２０年３月３１日残高

事業年度中の変動額

△　４０４，７８９－－－剰余金の配当

－－－－別途積立金の積立

４００，１１４－－－当期純利益

△　１８１，０８８－－－自己株式の取得

１５，７０１－－－自己株式の処分

－－－－自己株式の消却

△　２，１８２，７４１△　２，１８２，７４１△　２６５，４３９△　１，９１７，３０２株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△　２，３５２，８０３△　２，１８２，７４１△　２６５，４３９△　１，９１７，３０２事業年度中の変動額合計

３４，５６３，０４４△　１，８６７，６８０△　３００，０７１△　１，５６７，６０８平成２１年３月３１日残高

個別株主資本等変動計算書
平成２０年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２１年３月３１日まで （単位：千円）
株主資本

資本剰余金
資本金

資本剰余金合計資本準備金
１０，８８８，０３２１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２０年３月３１日残高

事業年度中の変動額

－－－剰余金の配当

－－－別途積立金の積立

－－－当期純利益

－－－自己株式の取得

－－－自己株式の処分

－－－自己株式の消却

－－－株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

－－－事業年度中の変動額合計

１０，８８８，０３２１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２１年３月３１日残高
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　個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．　資産の評価基準及び評価方法
�　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への
出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上して
おります。

�　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

�　棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法

②　貯蔵品
最終仕入原価法
（会計方針の変更）
　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会
平成１８年７月５日公表分　企業会計基準第９号）を当事業年
度から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収
益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。
　この結果、当事業年度の売上総利益、営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益が１２，４２０千円それぞれ減少しておりま
す。

２．　固定資産の減価償却の方法
�　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採
用しております。
（追加情報）
　機械装置については、従来、耐用年数を７～１５年としてお
りましたが、当事業年度より法人税法の改正を契機とし見直
しを行い、６～１０年に変更しております。
　これにより、当事業年度の売上総利益、営業利益、経常利
益が５０，２３１千円それぞれ減少し、税引前当期純利益が５１，２８４
千円減少しております。

�　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア
については社内における利用期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

�　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を
採用しております。
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移
転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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３．　引当金の計上基準
�　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

�　賞与引当金
従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計
上しております。

�　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

�　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。

４．　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
�　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　　商品スワップ
　ヘッジ対象　　原材料価格

③　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリバ
ティブ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動、またはキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎として
有効性の判定を行っております。

�　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）
リース取引に関する会計基準等の適用
　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平
成５年６月１７日最終改正平成１９年３月３０日　企業会計基準第
１３号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会　平成６年１月１８日　最終改正平成１９年３
月３０日　企業会計基準適用指針第１６号）を当事業年度から適
用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売
買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産と
して計上しております。
　この変更による当事業年度の損益への影響はありません。

（貸借対照表に関する注記）
１．　有形固定資産の減価償却累計額 １２，４５４，６５５千円
２．　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ７３８，０３６千円
長期金銭債権 １，１６５，２３３千円
短期金銭債務 １，１４４，６３３千円
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（損益計算書に関する注記）
　　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売　上　高 １，３０３，６３９千円
仕　入　高 ３，８２５，０５４千円
その他の営業取引高 １２８，４１９千円
営業取引以外の取引による取引高 ５４，１５９千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 １，７５５，４０４株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金 ２８，５８４千円
未払事業税 ３４，９８５千円
製品（横持費用） ３，３４０千円
退職給付引当金 ２４０，３４１千円
役員退職慰労引当金 ６１，０６２千円
貸倒引当金繰入限度超過額 １２，９３１千円
投資有価証券 ４８９，０９０千円
その他有価証券評価差額金 　　　　　６３６，９１９千円　
繰延ヘッジ損益 １２１，９１９千円　
その他 　　　　　２６，７４４千円　
繰延税金資産小計 　　　　１，６５５，９１９千円　
評価性引当額 　　　△　７６５，８１９千円　
繰延税金資産合計 　　　　　８９０，０９９千円　

（繰延税金負債）
前払年金費用 　　　　△　４，１４１千円　
繰延税金負債合計 △　４，１４１千円

繰延税金資産の純額 　　　　　８８５，９５８千円　

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれておりま
す。
流動資産　－　繰延税金資産 ８６，８６４千円
固定資産　－　繰延税金資産 　　　　　７９９，０９３千円　
繰延税金資産の純額 　　　　　８８５，９５８千円　

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械装置、車両運搬具等の一
部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し
ております。
１．　当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額
 １６，６９０千円
２．　当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額
 ８，０１６千円
３．　当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額
 ８，６７４千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
�　子会社等

取引条件及び取引条件の決定方法等
　（注）１．ジェイ－ワイテックス株式会社に対する貸付については、市

場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
２．鋲螺製品の購入については、当社製品の市場価格から算定し
た価格、及び滋賀ボルト株式会社から提示された総原価を検
討の上、決定しております。

３．当社からの生産委託中止に伴う補償金については、当事者間
の協議により決定しております。

�　兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方法等
　（注）原材料の購入については、市場動向等を勘案して、協議により

決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．　１株当たり純資産額 ６９１円２６銭
２．　１株当たり当期純利益 ７円９４銭

期末
残高

（千円）
科目

取引
金額

（千円）

取引の
内容

関係内容議決権の
所有

（被所有）
割合

事業の
内容又
は職業

資本金
又は
出資金
（千円）

住所
会社等
の名称

属性 事業上
の関係

役員
の兼
任等

９６６，２３３長期
貸付金

－

１９，４５０

貸付金
（注）１

受取利息
（注）１

貸付金兼任　
　１人

所有　　
直接

　　５５％

金属製品
製造業　

４５０，０００大阪府
貝塚市

ジェイ
－ ワ イ
テック
ス株式
会社

子会社

２５６，４６１

７７７，７４１

買掛金

支払手形

３，１５１，７８６鋲螺製品
の購入
（注）２

当社製品
の生産　

兼任　
　２人

所有　　
直接

　　１００％

金属製品
製造業　

２００，０００滋賀県
甲賀市

滋賀ボ
ルト株
式会社

子会社

１９，７０６休業
補償金
（注）３

当社製品
の加工　

兼任　
　１人

所有　　
直接

　　１００％

金属製品
加工業　

５０，０００大阪府
大阪市

太陽メッ
キ株式会
社

子会社

期末
残高

（千円）
科目

取引
金額

（千円）

取引の
内容

関係内容議決権の
所有

（被所有）
割合

事業の
内容又
は職業

資本金
又は
出資金
（千円）

住所
会社等
の名称

属性 事業上
の関係

役員
の兼
任等

５８，４８３

６２４

買掛金

支払手形

２，２７８，１４９原材料の
購入
（注）

原材料の
購入

なしなし鉄鋼専業
商社　　

８，７５０，００９東京都
千代田区

日鐵商
事株式
会社

その他
の関係
会社の
子会社
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�　発行可能株式総数 １１７，２４３，０００株

�　発行済株式総数 ５１，７５５，４７８株
（注）平成２０年７月３１日に自己株式を消却したことにより、発行済株

式総数が３００，０００株減少いたしました。

�　株　　　主　　　数 ４，１９３名

�　発行済株式（自己株式を除く）の総数の
１０分の１以上の数の株式を保有する株主

株　　式 （平成２１年３月３１日現在）

議決権比率（％）持株数（千株）株　　　主　　　名

２３．６０１１，６７４新日本製鐵株式会社
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財務の概況 （平成２１年３月３１日現在）

子会社のジェイ－ワイテックス株式会社は、経営基盤の安定
を図るため、１３億円の資金調達を行いました。

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の
総額は１，４５６百万円であり、その主なものは、次のとおりであ
ります。
①　当連結会計年度に完成した主要設備

②　当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

資 金 調 達 の 状 況

設備投資等の状況

伸線製造設備（本社第二工場伸線）
平線圧延製造設備（本社第二工場第一加工）当 社

伸線製造設備（本社事業所）
ワイヤーグリップタンデム製造設備（関東事業所）

ジェイ－ワイテックス
株式会社

借入金残高
（百万円）借　　入　　先会　　社　　名

６８０株 式 会 社 南 都 銀 行

当 社

６８０株 式 会 社 肥 後 銀 行
６８０株 式 会 社 山 口 銀 行
６８０兵庫県信用農業協同組合連合会
５７０株式会社三菱東京UFJ 銀行
５５０株 式 会 社 中 国 銀 行
４５０株 式 会 社 滋 賀 銀 行

２，４００株式会社三菱東京UFJ 銀行

ジェイ－ワイテックス
株 式 会 社

６００株 式 会 社 紀 陽 銀 行
５００株 式 会 社 南 都 銀 行
５００株 式 会 社 み な と 銀 行
４８０株 式 会 社 池 田 銀 行
３００株 式 会 社 常 陽 銀 行
３００株 式 会 社 山 口 銀 行

主 要 な 借 入 先

生産管理システム、販売管理システム（本社）
ジェイ－ワイテックス
株式会社
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商　　号　　　日亜鋼業株式会社

英　訳　名　　　NICHIA STEEL WORKS,LTD.

創　　業　　　明治４１年７月１日

設　　立　　　昭和２７年６月１６日

資　本　金　　　１０，７２０，０６８千円

①　企業集団の従業員の状況

②　当社の従業員の状況

会社の概況 （平成２１年３月３１日現在）

従 業 員 の 状 況

前期末比増減（名）従　業　員　数（名）区　　分

△　４５６０４男　　子

０９７女　　子

△　４５７０１合　　計

　（注）　従業員数は、当連結会社から当連結会社外への出向者を除き、当
連結会社外から当連結会社への出向者を含む就業人員であります。

平均勤続年数（年）平均年齢（歳）前期末比増減（名）従業員数（名）区　　分

１４．８３８．５△　１８２０６男　　子

４．７２７．３△　１２５女　　子

１３．７３７．２△　１９２３１合　　計

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員であります。
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尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0091本 社

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0083本社（事務所）

尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 8914

〒 660-0091本社第一工場

尼崎市道意町 6丁目 57 番地
�（06）6416 － 9483

〒 660-0083本社第二工場

室蘭市仲町 47 番地
�（0143）45 － 0257

〒 050-0087室 蘭 工 場

北茨城市中郷町日棚字宝壺 1471 番地 27
�（0293）42 － 7480

〒 319-1556茨 城 工 場

大阪市東成区深江北 3丁目 21 番 23 号
�（06）6976 － 3301

〒５３７-00０１大 阪 工 場

東京都中央区京橋 2丁目 5番 18 号
京橋創生館 11 階
�（03）5524 － 5501

〒 10４-00３１東 京 支 店
※平成２１年５月７日
　住所変更

札幌市中央区北二条西 4丁目 1番地
北海道ビル 8階
�（011）251 － 3301

〒 060-0002北海道営業所

仙台市青葉区一番町 2丁目 8番 15 号
太陽生命仙台ビル 9階
�（022）266 － 5611

〒 980-0811東 北 営 業 所

名古屋市中村区名駅南 2丁目 13 番 18 号
ＮＳビルディング 2階
�（052）564 － 7278

〒 450-0003名古屋営業所

新潟市中央区東大通 1丁目 4番 2号
COI 新潟ビル 6階
�（025）244 － 4050

〒 950-0087新 潟 営 業 所

広島市中区八丁堀 15 番 10 号
セントラルビル 8階
�（082）227 － 3010

〒 730-0013広 島 営 業 所

福岡市中央区赤坂 1丁目 12 番 15 号
読売福岡ビル 7階
�（092）781 － 7508

〒 810-0042九 州 営 業 所

中華人民共和国北京市建国門外大街 26 号
長富宮ビル 8階
�（０１０）８６１０ －６５１３－９２３０

中国駐在事務所
（ 北 京 ）

大阪府貝塚市堤 300 番地
�（0724）36 － 6802

〒 597-0054ジェイ‐ワイテックス
株 式 会 社
（ 本 社 ）

滋賀県甲賀市土山町南土山乙 423
�（0748）66 － 1131

〒 528-0212滋 賀 ボ ル ト
株 式 会 社
（ 本 社 ）

当社事業所及び連結子会社
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竹 内 俊 一代表取締役社長

川　村　伊知良専 務 取 締 役

長谷川　真　道（技術本部長兼品質保証部長）常 務 取 締 役

八 塚　 隆（製 造 本 部 長 兼 設 備 部 長）常 務 取 締 役

古 賀 英 介（経営企画室長兼製造本部生産業務部長）取 締 役

下 徳 弘 幸（管 理 本 部 長 兼 経 理 部 長）取 締 役

寺 川 斉 貴（営 業 本 部 長）取 締 役

内 田 耕 造（新日本製鐵株式会社常務取締役）取 締 役

細　川　日出夫常 勤 監 査 役

長 谷 次 雄　公 認 会 計 士　（ ）　株式会社ユー・エス・ジェイ常勤監査役　監 査 役

長須賀　文　雄監 査 役

（注）　１．監査役　平尾昇氏は平成２０年６月２６日開催の第５６回定時株主総会の終
結の時をもって退任いたしました。

２．監査役　長谷次雄氏及び長須賀文雄氏は、会社法第２条第１６号に定め
る社外監査役であります。

３．監査役　長谷次雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。

役　　員 （平成２１年３月３１日現在）
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○事　業　年　度　　４月１日から翌年３月３１日まで

○定時株主総会　　毎年 6月

○株主名簿管理人　　株式会社だいこう証券ビジネス

　及び特別口座の　　

　口座管理機関

○株主名簿管理人　　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　事務取扱場所　　　株式会社だいこう証券ビジネス　本社証券代行部

○各種お問合せ　　

　〔郵便物送付先〕　　〒 541-8583　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス　証券代行事務センター

　〔株式事務に関するご照会〕　　電話　０１２０－２５５－１００

　〔特別口座に関するご照会〕　　電話　０１２０－３５１－４６５

　※受付時間　　　　9：00 ～ 17：00（土、日、祝祭日、12 月 31 日～ 1月 3日を除く）

○基　　準　　日　　定時株主総会・期末配当金　３月３１日

　　　　　　　　　　中間配当金　９月３０日

　　　　　　　　　　その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日

を定めます。

○公告掲載新聞名　　日本経済新聞

○上場証券取引所　　東京・大阪市場第 1部

○ホームページアドレス　　http://www.nichiasteel.co.jp/

〈株式に関する各種お手続き〉

届出住所・姓名などの変更、配当金の振込先の指定または変更、単元未

満株式の買取請求及び買増請求などにつきましては、口座開設されてい

る証券会社（証券会社に口座開設されていない株主様は、上記の株式会

社だいこう証券ビジネス）へお届出下さい。

なお、未受領配当金（ゆうちょ銀行の払渡期間経過後）のお支払いにつ

きましては、上記の株主名簿管理人までお申出下さい。

株主メモ




